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成熟都市における自治体の文化政策 

株式会社建設資源広域利用センター代表取締役社長（元東京都生活文化局長） 

小 林 清 

  本稿では、東京都の文化行政ならびに住民に身近な基礎的自治体である墨田区の文化行

政における筆者の経験を踏まえ、成熟社会における都市の将来像を文化振興を通じて確立

していくという認識のもとに 

・都市政策の中で自治体の文化政策をどのように位置付け、 

・どのような課題を克服し、 

・これからの社会や都市の中で、どのような役割を果たすべきなのか 

について、主に東京を舞台として考察する。 

 第１章では芸術文化をめぐる最近の動きを概観し、第２章では文化政策をめぐるこれま

での流れと今日的課題について所見を述べる。 

また、二つのケーススタディとして、第３章では音楽ホールにおける自治体と音楽団体と

の協働、第４章ではアーツカウンシルにみる文化と行政と関係性をそれぞれ取り上げ、これ

からの文化政策のあり方について考察する。 

 

 

第１章 文化力が都市力・地域力を規定する 

 

  文化の持つ力は、都市の発展や地域の活性化、産業の振興に大きな役割を果たす。近年、

こうした文化の力を社会や都市の課題解決に繋げていこうという動きが注目されている。 

  東京は、今日世界有数の大都市となり、諸外国の機関が発表する都市ランキングにおいて

も常に上位を占めるようになったが、ロンドン、パリ、ニューヨークなどと比べると文化面

での弱さが指摘されてきた。 

こうしたなかで、１９８０年代に民間による都市開発と連動して本格的な芸術文化施設

が誕生し、また、１９９０年代には東京都などによる大規模な公立芸術文化施設も順次開設

されたが、近年、六本木・赤坂、東京駅周辺、渋谷などにおける旺盛な都市開発に伴って、

再び民間を中心に新たな芸術文化施設が相次いでオープンし、池袋や臨海部などでも、こう

した文化資源の整備が進んでいる。各施設が立地するそれぞれの地域では、芸術文化を都市

の装置として機能させるまちづくりや市民の活動が活発に行われている。 

様々な文化拠点の形成は、「芸術文化自体の振興」に止まらず、東京全体の魅力向上と国
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際的な発信の高まりを生み出し、「ブランディング戦略」＊(1)の重要な要素にもなっている。 

  また、超高齢化社会や少子化現象が東京に先

鋭的に現れるなかで、NPO 等が芸術家と連携し、

高齢者福祉施設や児童福祉施設における芸術

文化活動や芸術鑑賞を通じて「人々に生きる

力」を作り出す取組や、地域の「コミュニティ

づくり」への参画、さらには「子供の可能性を

引き出す」ことを目的とした NPO や芸術系大学

による演劇ワークショップの展開など、教育、

福祉、地域振興などに芸術文化の力を活用する

試みが盛んになっている。 

  先進的な技術と芸術を組み合わせ、新たな表

現活動を追求する「メディア芸術」＊(2)の世界に

おいても、東京は世界的評価を得ている。アニ

メ、ゲーム、デザイン、ファッション、映像と

いった「東京発のポップカルチャー」が海外か

ら高い関心と評価を呼び、それらを含む最先端

の「創造産業」＊(3)が集積、進化する都市としての地位を確立してきている。 

  そして、2020 年は東京オリンピック・パラリンピックである。オリンピック憲章に謳わ

れているように、オリンピックはスポーツだけではなく文化の祭典でもある。すでに 2016

年のリオ大会終了後から取組がスタートしているが、東京五輪というまたとない機会を最

大限に生かし、五輪開催史上最高と言われた 2012 年ロンドン大会を凌ぐ文化プログラムの

展開と、未来を切り拓く有形・無形の文化レガシーを残すことにより、東京はもとより日本

の各都市における文化力を強化し、都市力・地域力を増進していかなければならない。 

 

 

第２章 自治体の文化政策を取り巻く今日的課題 

 

（１）施設整備が進んだ８０年代、９０年代 

  文化政策をめぐるこれまでの流れを振り返ってみたい。 

「文化行政」という言葉が自治体で使われ出したのは 1970 年代半ば頃からである。首都圏

や近畿圏の大都市自治体を中心に「地方の時代」が叫ばれ、中央集権的なコントロールでは

なく、地方分権による特色ある地域づくりを実現していく上で、自治体がそのための政策と

して「文化」を取り上げ、文化会館の建設や文化振興財団の設立、文化振興条例の制定など

に結びついていった。こうした動きは「行政の文化化」というスローガンのもとに全国自治

体に広まり、一種の社会運動ともなった。 

■文化の持つ力 

文化拠点の形成 

 

 

芸術文化活動 

 

 

芸術文化と技術との組合せ 

 

 

 

 

都市の発展、地域の活性化、産業の振興 

・芸術文化の振興 

・地域の魅力向上と国際的な発信 

・ブランディング戦略 

・人びとの生きる力 

・コミュニティづくり 

・子供の可能性の引き出し 

・メディア芸術 

・ポップカルチャー 

  (アニメ・ゲーム・デザイン・ 
   ファッション・映像) 
・先端の創造産業 
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  東京都では、文化行政を担う組織として、1980 年に生活文化局が発足した。 

当時の鈴木都政は、マイタウン東京構想を基本構想として、その政策目標である「人間性

豊かないきいきと暮らせるふるさと東京」を実現するため、それまでの都民生活局をベース

にしつつ、新たにコミュニティ文化部門と国際交流部門を追加再編成した組織をスタート

させた。そして、文化振興の体制を強化するため、文化行政の所管を教育委員会から知事部

局へ移行させた。この組織改革は、その後多くの自治体に波及していった。  

  1983 年に制定した東京都文化振興条例には、「都

は、文化の振興を図るための施策の体系を明らかに

するとともに、必要な組織を整備し、文化振興のた

めの施策を総合的かつ効果的に推進するものとす

る。」（第３条）として、都の役割と責任を明らかに

した。また、行政の具体的役割として、文化施設の

整備とともに、都民の文化活動や生涯学習などのた

めの機会、場、情報の提供を明確化した。 

文化振興における〈行政の責任〉を明らかにした

都条例は、その後制定される国の文化芸術振興基本

法（2001）に大きな影響を与えている。 

その後、文化施設の整備が進み、1990 年代は、東

京芸術劇場（1990）、江戸東京博物館（1993）、東京

都写真美術館（1995）、東京都現代美術館（1995）、

東京国際フォーラム（1997）が都立の大規模文化施

設としてオープンした。 

  都の文化振興条例が制定されて以降、芸術文化の振興は、東京における公共・民間を通じ

た重要な流れとなっていた。民間では都に先行して、1980 年代において、都市開発と合わ

せて文化施設の整備が行われ、東京は、より楽しめる街としてのアミューズメント化が進み、

都市として大きく変貌を遂げていった。東京ディズニーランド（1983）の誕生、両国国技館

（1985）の復活、サントリーホール（1986）や Bunkamura（1989）のオープンは、まさにこ

の時期である。 

 

（２）各行政分野を貫く文化政策を 

施設整備が急速に進んだ 1980 年代、90 年代から 30 年を経て、東京をはじめとして、地

方自治体の文化政策は、以下のような今日的課題に直面している。 

 

【第１の課題】行政における文化政策の位置づけが不明確である 

芸術文化ひとつ取り上げても、その機能は、都市づくり行政から福祉・教育行政に至る

様々な行政分野において大いに発揮することができる。 

■文化政策のこれまで流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

今日的課題 

 

 

行政分野を貫く文化政策を！ 

 

・地方の時代 

・行政の文化化 

・文化振興組織の整備 

・文化振興条例の制定 

・文化施設の建設(民間･公共） 

・文化政策の位置づけが不明確 

・体制や仕組みが不十分 
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しかし、今日の自治体行政においては、都市や社会、地域の将来像を描き、ビジョンを掲

げていく上で、芸術文化の持つ機能や力が十分に認識されていないのが現状である。例えば、

自治体の行財政運営の基本となる総合計画をみても、文化政策の位置付けが不明確であり、

他の行政分野の各施策の中で文化の力が活かされていない。かつて行政の文化化と言われ

た時代があったが、その時代と比べると文化力の活用はむしろ後退している。 

文化政策は一つの行政分野であるが、同時に、まちづくり、福祉、教育、産業など各行政

部局を横断した総合的な政策として捉えてこそ、その効果を発揮することができる。まさに

今求められる文化政策の方向とは、行政分野を貫く理念としての文化政策である。 

こうした方向性は、各自治体における文化振興条例の改正、文化ビジョンの策定のなかで

具体化していくとともに、成熟社会にふさわしい都市づくりや地域づくり、福祉・教育・産

業政策等の中で明確化していくことを強く望むものである。 

 

【第２の課題】体制や仕組みが不十分である 

文化施設の整備は必ずしも十分とは言えないが、以前から比べればそれなりに進んだと

言える。その文化施設を活用して文化政策を推進していくためには、施設自体あるいは施設

を活用する文化振興組織が、施設を有効に活用するためのミッションをしっかり掲げて取

り組んでいく必要がある。 

しかし、ミッションを作り上げることやそれを実行するための体制整備、専門人材の育成、

さらには評価の仕組みが十分でないことが課題である。 

地方自治体の公立文化施設とこれを管理運営するために設置した文化振興組織は、不幸

なことに、2003 年の地方自治法改正で導入された「指定管理者制度」＊(4)に大きな影響を受

けることとなった。 

つまり、指定管理者制度は、効率性や競争性重視の観点から政府で立案され、会議室貸出

しが中心の社会教育施設の改革や、公営組織の民営化の一環として進められたが、それが文

化施設にも適用されることとなった。本来的には、展示室の貸出しや日常の運営を想定した

制度である。また、指定管理者の競争性を重視することから、指定期間は原則３年という短

期間であった。 

しかしながら、芸術を扱う文化施設は、企画・台本作り・作家あるいは俳優募集・舞台仕

込み・設備準備・事前演習・本番等々に長期を要するものであり、貸し館事業とは基本的に

違う。また、短期間で指定管理者が交替しては展示会や公演会の実施が不可能になる。まさ

に特色ある文化事業がなしえないことになる。 

結局、この指定管理者制度は、文化施設において専門的人材を雇用・育成し、長期的なビ

ジョンに基づいた継続的な文化振興を図るという設置・設立目的が担保されるとは限らな

いという、根本的な課題に直面したのである。 

  この課題に実際どう対応したかについて、都立文化施設の場合を見てみると、 

①  先ず指定期間については、様々な検討・議論等を経て、大規模な改修を控えた施設
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を除き、2009.4.1〜2017.3.31 の８年間とすることで、公募型プロポーザル方式＊(5)で

選定を行なった。 

②  次いで 2017.4.1 からの選定を行う審査委員会では、指定期間を１０年として審査

を行い、公益財団法人東京都歴史文化財団を特命により指定管理者候補とした。 

 これは、都立文化施設は都の文化政策と密接に連動した重要な役割を果たすととも

に、安定的・継続的で質の高いサービスを提供する必要があること、同財団がこれま

で指定管理者として良好に管理運営を行ってきたとともに、各施設の取り扱う幅広い

分野の専門人材、ノウハウ、他機関とのネットワークを豊富に有することによるもの

である。 

③  しかし、2017.8 以降小池都政に替わり、東京都歴史文化財団を含む監理団体の指導

監督等について見直しを行われることとなったことから、今回は 2020 東京五輪文化

プログラムの取組を着実に進めるため４年間を指定期間として都議会に議案を提出

することになった。 

小池都政における方針変更は、これまでの東京芸術文化評議会＊(6)での議論と提言、指定

管理者選定の審査委員会の結論に逆行するような結果となり、大きな課題を残すことにな

った。 

これからの公立文化施設のあり方は、様々な行政分野と関わりを持ち、その中に組み込ま

れていくことが大変重要である。そのためには、 

・文化の創造発信拠点としての魅力的な事業展開 

・多言語化やバリアフリー化 

・文化施設間でのネットワークの強化（事業、交流、チケット・共通パスなど） 

・先端技術の活用や芸術系大学・地域社会との連携などによる社会的課題解決への取組、 

・専門人材の育成強化 

など、新たなミッションに取り組まなければならない。 

文化振興組織は単なる管理運営だけではなく、これを実現するための機能と体制の強化

に行政は力を注ぐべきであると考える。 

 

 

第３章 オーケストラのフランチャイズ 

〜東京都墨田区と新日本フィルハーモニー交響楽団の挑戦〜 

 

 東京は、六本木、丸の内、赤坂、渋谷などの都心や副都心だけではなく、下町や山の手、

周辺区部、多摩地域などにおいても多様な地域拠点が形成され、それらを核にして、多くの

都民が居住し、生活をしている。「芸術と地域」は、いつの時代にも重要なテーマであるが、

高齢社会、成熟社会においてこそ、芸術文化がこうした生活の機構にしっかり組み込むこと

ができるかは、豊かな地域社会、市民生活を創造していくうえで大切なポイントである。 
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本章では、東京都墨田区において筆者が取り組んだ音楽ホールの建設を取り上げる。 

このホールは、1997 年にオープンした「すみだトリフォニーホール」である。東京の東

部地域における芸術文化の拠点として、中曽根民活と言われた錦糸町駅北口の国際清算事

業団用地における再開発事業で誕生した、音楽演奏を主目的にした墨田区立のホールであ

ある。同時に、新日本フィルハーモニー交響楽団との間でフランチャイズ契約を結び、この

ホールを楽団の本拠地として日常の練習と定期的な公演を認め、あわせて学校や福祉施設

等での地域に根ざした演奏活動を行ってもらうこととした。このようにして、自治体と芸術

団体の協働による文化振興･地域振興にチャレンジしたのが「すみだトリフォニーホール」

であり、その関係は現在も続いている。 

 

（１）日本初の本格的なフランチャイズを導入 

 オーケストラのフランチャイズとは何か。 

 一言で表せば、オーケストラが本拠地となるホールを持って優先的あるいは独占的に使

用する一方、ホールの存在する地域社会と強く結びついて演奏活動を行うというものだ。 

 墨田区と新日本フィルが交わした覚書には、「芸術文化の発展に寄与し、音楽都市の実現

を目指して協力し合うことを約束する」ことを基本的な共通認識としながら、 

・ 新日本フィルは新しい文化会館(現 すみだトリフォニーホール)を本拠地に定期演

奏会をはじめ演奏活動を行う。一方、 

・ 墨田区民により良い音楽機会を提供するために、区内の公式行事への参加や音楽行

事の中核的役割を担うなど「墨田区民とともに歩むオーケストラ」として活動するこ

とがうたわれている。ただし、経済的な依存関係はないことも明記されている。 

具体的には次のような事項があげられる。 

① ホールにおいて、練習と公演を同じステージで行い、音づくりの一貫性を実現する

(我が国では初めてで画期的と言える) 

② ホール内に楽器庫、楽譜室、楽員控室、事務局を配置する(レジデンス) 

④  ホール使用の優先権を有し利用料を減免する 

⑤  地元墨田区内でのアウトリーチ活動を展開する(全ての小中学校での音楽指導事業や

音楽鑑賞教室、体育館などでのコミュニティコンサート、公園でのサマーコンサート、

福祉施設や病院などでの出前コンサート、地場産業との連携など) 

 

（２）楽団の意見を取り入れて優れた音楽空間を確保 

 大ホールは 1801 席を確保し、ドイツのイェームリッヒ社が製作した 4735 本のパイプと

66 個のストップをもつパイプオルガンを配備、優れた音響性能とアコースティックな音楽

を聴くのに最適な空間を有している。 

  計画の初期段階で新日本フィルの本拠地となることが決まっていたため、基本設計の時

から楽団の意見や希望を数多くとりいれた。 
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 例えば、 

 ① 音響設計を初期段階で決めて建築設計と同時進行させる 

 ② 舞台の高さを客席との一体感を重視する観点から 60cm にする 

 ③ 舞台下手そでは出演者がより多く控えるので、限られた敷地で下手スペースを確保

するため建物を 7 度振る 

 ④ パイプオルガンやピアノの選定ではオーケストラの音色に重点を置く観点からオー

ケストラからも調査員が参加する 

などである。 

 

（３）きっかけは国技館の第九コンサート 

  新日本フィルと墨田区はこのホールの建設構想が持ち上がっていた 1988 年にフランチャ

イズの覚書を締結した。 

 きっかけは国技館の五千人第九コンサートであった。国技館は 1985 年に両国の地に復活

したが、そのお祝いに地元墨田区は区民五千人が参加するベートーヴェン第九コンサート

を企画した。ものづくりを牽引する中小企業の街であり、文人墨客ゆかりの地でもある東京

の下町墨田区らしく、音楽愛好家はもちろん、マイスターと呼ばれる職人たち、商店街の

人々、相撲取り、向島の芸妓衆など、多くの素人が練習を重ねて、国技館を舞台に大合唱で

祝うイベントであったが（このイベントは現在も続いている）、そのときに祝祭オーケスト

ラとして参加したのが新日本フィルであり、当時はまだ財団法人化される前の自主運営の

オーケストラであった。 

  この覚書締結以降、墨田区は区の将来像として音楽都市構想＊(7)を掲げ、オーケストラを

核とする音楽都市づくりに着手し、新日本フィルは区内全小中学校の音楽指導事業や音楽

鑑賞教室などアウトリーチ活動を開始した。 

 

（４）利用度が低く創造性のない公共ホールと財政基盤の弱いオーケストラ 

  当時、墨田区と新しく建設するコンサートホール、新日本フィルはそれぞれどのような課

題や事情を抱えていたのか。 

自治体の文化行政を批判的に捉える言い方にハコモノ行政という言葉があるが、公立文

化施設には一般的に次のような問題点があった。 

 ① 多目的利用かつ貸館が主体で、ホールのイメージやステイタスを作り出すための核

がなく、ホールの特性を活かした創造発信拠点となっていない（立派なハードはあって

もソフトが脆弱）。また、稼働率も低い。 

 ② 効果的な自主事業や広報展開に必要となる専門的なノウハウを持つ人材が不足して

いる。 

 ③ 単年度予算主義に縛られて、長期的な企画運営が行いにくい。 

  これらに加え、トリフォニーホールに関しては、ホール規模や特性から、区内だけで完結
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するのではなく、東京東部地域を視野に入れた事業展開や発信力が期待されていた。 

 一方、オーケストラの事情をみると、当時東京には９つあるプロのオーケストラが５つの

ホールで定期演奏会を行っていたが、設立母体がしっかりしている３団体を除いて、財政基

盤が弱く、依然として次のような問題を抱えている。 

① 日本のオーケストラ全体に言えることであるが、練習場が公演を行うホールとは別

の場所にあり、施設環境も十分でないため、欧米では当たり前の音づくりの一貫性が

確保されていない。 

② 拠点となるホールがないため、大部分の聴衆は不特定多数の音楽愛好家であり、各

ホールの周辺に住んでいる市民・住民の生活文化に組み込まれた活動を行うなど、地

域と結びついた固定客を確保できていない（東京は都心部だけではなく、多くの都民

が住む多様な地域がある）。 

③ 聴衆層の高齢化が進み、若い客層を取り込む斬新な取組が急務である。音楽が持つ

多方面への効果を取り入れるとともに、主舞台が欧米なので、日本のオーケストラの

実力や関心を知らしめるためには、評論家による論評も含めて英語での発信が不可欠

である。 

④ NHK、読売、東京都という設立母体がしっかりしている３団体を除いて、各オーケス

トラの財政基盤が弱く、定期演奏会の聴衆の充実、企業支援、資金調達の工夫などが

求められている。 

 

（５）これまでは成果を上げてきたが、今後は協働関係と活動水準の維持・向上が課題に 

  第１章で述べた論点、第２章の文化政策を取り巻く課題、さらには本章での指摘を踏まえ

て、自治体と芸術団体の協働のあり方の試みであり、墨田区が地域振興策の大きな柱として

導入した新日本フィルのフランチャイズの評価と課題をまとめてみると、以下の通りであ

る。 

①  墨田区は、将来像として「音楽都市構想」を策定し、区の基本構想の中でも芸術文化

の振興は区の活力を生み出す重要な分野として位置付けているため、文化力は墨田区

の都市力や地域力を向上させるうえで大きな要因となっている。「すみだトリフォニー

ホール」の建設・運営、新日本フィルのフランチャイズはこれを強力に推進するための

取組として区の行政部局全体で認識されている。 

 

②  このため、文化政策の各行政分野への波及効果という観点からみても、教育、福祉、

医療、地域社会などへの新日本フィルのアウトリーチ活動は長年にわたり定期的、継続

的に行われて定着し成果をあげている。とりわけ、区内全ての小中学校における音楽指

導事業や音楽鑑賞教室は、教育委員会の指導計画にも組み込まれ、児童、生徒はもちろ

ん教師も含めて学校現場に好影響を与えている。学校に出向くアート教育や福祉施設

でのワークショップなどは、現在ではさまざまな地域で多くのアーティストの活動に
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広がっている。 

 

③  「すみだトリフォニーホール」は新日本フィルの活動拠点となったことで、クラシッ

ク中心の二千人規模クラスの音響の優れた音楽ホールとしてのホールイメージが確立

した。墨田区民はもとより東京の東部地域を中心に広く聴衆を集めるとともに、発信拠

点ともなっている。貸館事業にも好影響をもたらし、高い稼働率を維持している。 

 しかし、区が設立し指定管理者となっている文化振興財団の人材育成や体制の強化、

新日本フィルへのサポートの充実が思ったほど進んでいないなど、区とホール・新日本

フィルとの連携は、オープン当時のような前向き感があるとはいえない。 

 

④  新日本フィルの演奏環境は大きく向上した。不特定多数の音楽愛好家を対象とする

活動から、「地域」を重視し、いわば特定少数の聴衆を対象にオーケストラの意識改革

を含めて、オーケストラが市民生活にとって必要なものになるかというチャレンジは、

ホールオープン当初は定期演奏会員の増加、「新日本フィルをささえるすみだの会」の

発足など盛り上がりを見せた。 

 しかし、長期的、継続的には厳しくなっている。これには、オーケストラの世代交代

が進むなか、楽団員や事務局にオープン当時の意識改革が継続して浸透されていない

こと、財政基盤の脆弱性が依然として改善されないことも影響していると考えられる。 

 

 

第４章  アーツカウンシル東京の設立 

～芸術振興における行政との一定の距離～ 

 

  第２章で述べたように、施設整備は急速に進んでいるものの、それらを活用する体制や仕

組みが不十分であるなど、自治体の文化政策は様々な課題に直面している。 

 これらの課題を克服し、専門家の力を活用して文化振興を図る方策の一つとして、東京都

は 2007 年に「アーツカウンシル東京」の設立に取り組んだ。 

 

（１）行政から一定の距離を置いた芸術振興 

アーツカウンシルを一言で表すのは難しいが、「芸術文化に対する助成を基軸に，政府と

一定の距離を保ちながら，文化政策の執行を担う専門機関」（文化庁）、あるいは「高い専門

性を持つスタッフが、芸術文化の振興を目的に、各種芸術文化事業への助成を中心とした支

援を行う独立機関」（全国公立文化施設協会）と定義されている。 

 アーツカウンシル制度は、1946 年に英国で誕生し、その後欧米各国に取り入られるよう

になった。英国アーツカウンシルの初代会長となった経済学者のケインズは、ナチス・ドイ

ツが芸術を政治的に利用したことに異を唱え、政府から一定の距離を置く「アームズ・レン
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グスの法則」＊(8)を提唱、同時に芸術家に対するリスペクトを重視する考え方を打ち出した。 

 また、英国アーツカウンシルはその後 1994 年に、イングランド、ウェールズ、スコット

ランドに分割されたが、いずれの組織も共通して政府による資金と合わせて日本でいう“宝

くじ”からの大きな財政支援のもとで、地域特性に応じた事業や組織の形態で活動がなされ

ている。 

 

（２）アーツカウンシル東京は都から独立した実施組織 

「アーツカウンシル東京」は、都知事の付属機関として設置された「東京芸術文化評議会」

の提言に基づき、2007 年 12 月に東京都歴史文化財団の内部組織として設立されたもので

ある。 

アーツカウンシルを日本語に直訳すれ“芸術評議会”であるが、東京芸術文化評議会が知

事の付属機関として専門的な見地から文化施策のあり方を調査審議し知事に提言する機関

であるのに対して、「アーツカウンシル東京」は、東京芸術文化評議会での政策提言やこれ

を踏まえた東京都の方針のもとに、具体的な事業を実施する組織である。また、都の事業評

価およびアーツカウンシル内での専門家の議論等を踏まえて、東京都への事業提案等も行

っている。 

「アーツカウンシル東京」では、以下のような設立趣旨を掲げ、その役割について「新た

な芸術文化創造の基盤整備をはじめ、東京の独自性・多様性を追求したプログラムの展開、

多様な芸術文化活動を支える人材の育成や国際的な芸術文化交流の推進等に取り組み、東

京の芸術文化施策の中核的役割を果たしていく。また、東京 2020 オリンピック・パラリン

ピックの文化プログラムに向けて、先導的役割を担うプロジェクトを展開していく」として

いる。 

 

  (設立趣旨) 

①  「アーツカウンシル東京」は芸術団体や民間団体、NPO 等と協力し、東京における芸術

文化創造のさらなる促進や東京の魅力向上を図る 

②  国際都市東京にふさわしい個性豊かな芸術文化創造や、創造性に満ちた潤いのある地

域社会の構築に貢献していく 

③  芸術文化の自主性と創造性を尊重しつつ、専門的かつ長期的な視点に立ち、新たな芸

術文化創造の仕組み・環境を整える 

 

（組織体制） 

 機構長のもとに企画と事業推進の２つの室を置き、その下に企画助成、広報調整、オリン

ピック文化戦略、事業推進など６名の課長を配置。また、必要に応じて「アーツカウンシル

東京」の事業や施策、担うべき役割等についての助言を行う機関として６名の「カウンシル

ボード」を置いている。 



11 

 

  2013 年度には、東京都が行なっていた東京芸術文化創造発信助成が移管され、2015 年度

には、それまで東京芸術文化評議会の提案に基づき様々な文化事業を展開してきた東京文

化発信プロジェクト室と統合した。 

 

（助成プログラム） 

 助成プログラムには、単年助成と複数年助成があり、単年助成には I 期、II 期と年２回

の応募チャンスがある。申請された事業への助成の選考にあたって、委員会などは設けず、

各芸術分野のプログラムオフィサーが申請書類を精査し、プログラムディレクターによる

とりまとめを経て評価案及び採択原案が作成される。決定前にカウンシルボードへの諮問

が行われるが、助成先の審査は基本的にはプログラムオフィサーとディレクターに委ねら

れている。これは「アーツカウンシル東京」の大きな特徴であり、英国のアーツカウンシル

と同様の仕組みである。 

 

（３）芸術文化の更なる振興を目指して 

  「アーツカウンシル東京」は、東京芸術文化評議会での政策提言やこれを踏まえた東京都

の方針のもと、様々な事業を実施するとともに、事業評価及びカウンシルボードでの議論等

を踏まえ、東京都への事業提案等も行う役割を担っているが、これからの自治体の文化行政

のあり方、あるいは文化を基軸に成熟都市の将来像を描いていくかにあたって、多くの可能

性を有しており、今後の展開が期待されている。 

 特に、東京は、ロンドン、パリ、ニューヨークといった世界を代表する大都市と同様、

文化力はある意味その国の文化を象徴する。アーツカウンシルは、東京がもつ文化のポテン

（東京都歴史文化財団資料） 
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シャルを編集しなおして、オリジナルな文化に創造して発信していく装置の力としても期

待されている。 

こうした観点に立って、アーツカウンシル東京の課題や今後のあり方を展望してみたい。 

 

（アーツカウンシルの機能･役割の認知度をいかに高めるか） 

第一に、アーツカウンシルは本来、運営も予算も完全に独立しているが、英国のように宝

くじ財源がないなど、日本ではなかなか難しい。日本の文化政策のなかで、アームズ・レン

グス、政治と無関係な機関で文化をいかにハンドリングしていくか。 

「アーツカウンシル東京」も、東京都からの補助金を主な財源とし、また都の財政支援を

仰ぐ新たな団体を設立するのも難しいことから、東京都歴史文化財団の中の組織の一つと

してスタートしている。 

これまでを行政側から振り返ってみると、そもそも行政が有する予算の配分権や執行権

を移すことにつながる可能性があり、文化行政のあり方に大きな影響をもたらすことから、

都議会や予算査定などで様々な角度からの厳しい議論があっても不思議ではないが、これ

までこうした議論が深まったとは言えない。アーツカウンシル自体への関心が乏しく、知ら

れていない、きちんと理解されていないと言っていいのではないかと思う。 

今後、成熟都市における文化の役割を重視し、総合計画の中で文化政策の位置付けをしっ

かりと高めていくためには、新たな推進母体になるアーツカウンシルについて広範な議論

と理解を進めて、予算や体制の充実につなげていく必要がある。 

 

（専門的人材の育成を世界との交流で） 

第二は、専門的人材の育成である。劇場やホール、博物館、美術館などでのプロデューサ

ーや学芸員、キュレーターの役割は極めて重要である。これら専門的人材の企画力や発信力

をレベルアップして日本で創造された文化を海外に広めていく。同時に、アーツカウンシル

自体の人材もしっかりと確保し、レベルアップを図っていかなければならない。 

通常の行政組織では職員の定期的な異動があり、専門性の高い文化行政にはいかに専門

的な職員を一定期間確保していくかが大きな課題であるが、アーツカウンシルは、こうした

課題に対して一つの答を提示してくれると期待するものである。 

東京には、国の内外から多くの人びとが集まる拠点が随所に存在し、また、各地域はそれ

ぞれに特徴を持った歴史もあることから、じっくりした取組が必要になる。専門的な職員が

定着することにより、各地域で行われている区市町村の文化行政との連携やネットワーク

による取組も長期的視点をもって対応していくことが可能になる。 

また、海外にも通用する人材の育成や世界の様々な芸術シーンについての情報共有を可

能にするためには、英国のアーツカウンシルなど海外の芸術文化支援機関と「アーツカウン

シル東京」との相互交流が強く望まれる。さらには、国レベルの日本版アーツカウンシルが

未だ本格導入されていないなかで、各国が参加する国際的な会議への出席や東京へ開催を
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誘致することも意義があると考える。 

 

（東京 2020 は文化政策の飛躍のチャンス） 

第三は、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックにおける文化プログラムの全国的

な推進・実行である。 

文化プログラムの全国展開は、地域アーツカウンシルの創設を後押しする大きなチャン

スだが、「アーツカウンシル東京」は文化プログラムを全国展開するなかで先導的役割が求

められている。 

文化プログラムの成功には、東京都、文化庁、組織委員会の連携が不可欠である。ロンド

ン 2012 大会におけるロンドン市、組織委員会、アーツカウンシルそれぞれの文化プログラ

ムの責任者は 2014 年に来日して、ロンドン大会の成功要因と東京大会に向けてのアドバイ

スを次のように述べている。＊(9) 

「ロンドン大会の成功は、組織委員会、ロンドン市、アーツカウンシルが一体となって

取り組んだことが大きい。」 

「ロンドンだけでなく、英国全土でプログラムを展開し、機運の醸成に貢献した。」 

「組織委員会にボードや実行チームが設置されたのが、大会の２年半から３年前で、様々

な文化プログラムがバラバラに進んでいた。早期に組織委員会の中に文化部門を組

み入れるべきである。」 

「若者の活躍の場や障害者アートの展示など、全ての人が参加できる場を重視すべきで、

そのためにもアーツカウンシルの機能を充実させていくことが重要である。」 

こうしたアドバイスを活かした文化プログラムの企画と展開が必要である。 

 

 

《まとめ》 

 

 アーツカウンシル東京産みの親ともいうべき東京芸術文化評議会の前会長・福原義春氏

は、次のように語っている。（2012 年 11 月 5 日に行われたアーツカウンシル東京発足記念

フォーラム） 

 

 「東京を国際都市にふさわしい個性豊かな文化を創造する、質の上でも世界最高のメガシ

ティにすること、そして東京からの波及効果によって、創造性の満ちた潤いのある地域社会

の姿を日本各地に構築すること。同時に、世界に向けた東京の文化発信力を高めること、こ

れがゴールです。もちろんこのような成果が一朝一夕に現れるとは考えていません。ですか

ら、アーツカウンシル東京の発足にあたってもう一つ言いたいことは、湧き上がった個々の

文化力が統合され、爆発するまでには、熟成のための時間が必要だということを私たちが良

く認識しなければならないということです。さらに、国家や企業ではなかなか踏み出すこと
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ができない、一見必要性にないもの、あるいは評価がまだ定まっていないものに可能性を見

出して育てていくことが大切だと考えます。」 

 

 「日本人はあまり気づいていませんが、私は日本文化というのは既に世界的な価値になっ

ていると認識しています。そして、日本にはまだまだ多くの文化資産が残っています。また、

その一部は私たちが気づかないうちに伝統になってしまっています。ですから、私たちは自

分たちの創造が世界の生活向上、または世界中の人の精神の豊かさにさらに役立つという

ことについて自信を持っていいのです。アメリカとは違い、フランスとも違い、英国とも違

う日本のアイデンティティというのは一体何か。これからは、日本のアイデンティティ、日

本の「型」をもう一度確立した上で、国内仕様の文化を国際仕様に変換し、しかももとのア

イデンティティを損なうことなく、全体として日本性が感じられるような価値を創造する

ことが我々の課題であると認識しています。 

  もはや経済価値の積み上げだけでは世界は動きません。誰もがそのことに気がついてい

ます。今こそ、歴史や人間の知恵に裏づけられた文化力が必要なのです。アーツカウンシル

東京の発足を出発点として、文化による社会変革が起こることを期待しています。」 

 

 福原氏によるこのスピーチは、設立の経緯、理念やビジョンが見事に語られ、そばで聞い

ていた筆者も深い感銘を受けた。 

まさに「アーツカウンシル東京」は、芸術文化の支援機関を、行政とも、助成される芸術

文化側とも一定の距離を取った第三者機関を設置し、専門的なノウハウを蓄積して、公正で

効率的な芸術文化組織に、芸術文化施策の中核的な役割を委ねようという、これまでの芸術

文化振興のあり方を大きく変える試みである。 

世界的にみると、アーツカウンシルは国家単位が本流であるが、世界最大のメガシティで

あり 2020 年五輪開催都市の東京がこれを設立したことは、全国の地域カウンシルの設立の

後押しにも、また日本版アーツカウンシルへの刺激にも、さらには国際的にも大きな意味が

あると考える。 

  

 そして、かつて私が墨田区において実践した「すみだトリフォニーホール」とオーケスト

ラのフランチャイズは、導入からすでに２０年が経過したが、大都市東京の中にある地域に

着目し、自治体と芸術団体の協働のあり方を模索する中で、音楽をツールに芸術文化を地域

社会の生活文化にいかに組み込んでいくかの試みである。 

  東京では世界的なシンフォニー・オーケストラの演奏を毎日のように聴くことができる

が、そうした状況はチケット代が高額なうえ、鑑賞者＝消費者となる傾向が強く、また日々

の情報の中で埋没しがちで、文化が都民に自信を与えて社会を活性化し、日本の存在感を世

界に示すことには必ずしもなっていない。 

  サッカーのホームタウンのように、地元住民の熱気を生み出し、経済効果はもちろん子供



15 

 

たちに夢と希望を与えることができるか。少なくとも、フランチャイズの導入時には、役所

や楽団トップの強い指導力と現場のプロジェクト関係者の強い一体感から、侃々諤々の活

発な議論のもと、さまざまな試みが行われて、実現にこぎつけたものもかなりあった。 

「楽器を持った楽団員に区民が気軽に声をかけ、おらが街のコンサートホールに人口 25

万人を擁する区民が通う」――― 導入当時に描いたこうした構図をもう一度復活させる

ためには、シンクタンク機能も有するアーツカウンシルに、今後の発展に向けた検討を委ね

るのも一計ではないかと考える。 

 

いずれにしても、今後の自治体の文化政策にとって 2020 年東京オリンピック・パラリン

ピックは大きな契機になる。 

都市政策の中での文化政策の位置付けを高めて、将来像に活かしていくとともに、社会や

都市の課題に芸術文化の力が必要になっている今日、芸術文化への投資で社会を変え、未来

を拓いていく。そして、世界に向けて発信していく。 

そうした発想を持って、いかに有形・無形の文化レガシーを構築していくか。自治体の文

化政策は将来のあり方を規定する正念場を迎えることになる。        (以上) 

 

 

 

注一覧 

(1) 東京都は 2015 年 3月、2020 オリンピック、パラリンピック大会の開催と、さらにそ

の先を見据え、世界の旅行者に選ばれる旅行地としての「東京ブランド」の確立に向

けて「東京ブランディング戦略」を策定した。 

(2) 文化芸術振興基本法によると、映画、漫画、アニメーション及びコンピューターその

他の電子機器等を利用した芸術と定義されている。 

(3) プロジェクションマッピング、インターネット技術、無人小型ヘリコプター（ドロー

ン）など、最先端技術を活用し、芸術やデザイン、娯楽や広告等、既存分野の枠組み

にこだわることなく、様々な分野を組み合わせることで、新しい表現方法が生み出さ

れている。 

(4) 自治体が住民の福祉増進を目的として設置した「公の施設」の管理運営を、民間事業

者を含む法人・団体に行わせる制度。民間の活力を導入し、自治体の経営改善を図る

目的で 2003 年の地方自治法改正に伴い導入された。 

(5) 参加希望者を募って、施設の管理運営の取組方針等を総合的に評価して指定管理者を

決定する方式。 

(6) 文化振興のための施策を総合的かつ効果的に推進することを目的に、専門的な見地か

ら調査審議するため、「東京都文化振興条例第 17条」に基づき設置された知事の附属

機関。建築、美術、演劇、伝統芸能などの分野で第一人者として活躍している方々で
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構成されている。 

(7) 1988 年 3月、墨田区は「墨田区音楽都市構想」を策定し、音楽都市づくりに向けた事

業をスタートさせた。すみだトリフォニーホールは音楽都市づくりの中心となる拠点

であり、東京東部地域の芸術文化の創造・発信拠点となっている。 

(8) もともとは証券などの取引において、取引当事者が親密な関係であっても公平な取引

を行わなければならないというルール。文化行政においては、芸術と行政が一定の距

離を保ち、援助を受けながらも表現の自由と独立性を維持すること。 

(9) オープンフォーラム「オリンピック・パラリンピックと文化プログラム ～ ロンド

ン 2012 から東京 2020 へ ～」2014 年 1 月 24 日。主催はアーツカウンシル東京、ブ

リティッシュ・カウンシル 
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